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研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供がどの程度実施されているかを把握することを目的に、実現する

ことを目指し、がん診療連携拠点病院を対象に現状把握を行った。介入プロ

グラムの開発を進めた。ガイドラインに沿った実践を行う教育プログラムと

関連資材を開発し、実施可能性を検証した。 

 

 

A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65 歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意

思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 

 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状調査に基づき、意思

決定支援に関する手引きならびに教育プログ

ラムの開発を進めてきた。本年度は、今後の

介入に向けて、がん診療連携拠点病院の実態

調査を行った。 

 

 

B．研究方法 
1. 研究対象者の選定方針  

（1）選択基準 

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの

相談員を対象とし、各施設 2 名に回答を依頼

した。 

がん診療連携拠点病院とは、厚生労働省の HP

の「がん診療連携拠点病院等の一覧表（令和 4

年４月１日現在）」に掲載された 408 箇所とし

た。以下内訳をあげる。 

都道府県がん診療連携拠点病院 51 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（高度型）55 箇所 
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地域がん診療連携拠点病院 293 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（特例型）6 箇所 

特定領域がん診療連携拠点病院１箇所 

国立がん研究センター２箇所 

 

 

2. 研究の期間及び方法  

（1）研究の期間 

研究許可日から 2023 年 3月 31 日まで 

 

（2）研究のデザイン 

質問紙を用いた横断観察研究 

 

（3）研究のアウトライン 

 
 

（4）研究対象者数 

9816 名（がん診療連携拠点病院の相談支援セ

ンターより各施設 2 名ずつ） 

 

（5）研究の対象とする医薬品・医療機器、治

療法等の情報や使用方法など 

該当しない 

 

（6）観察及び検査項目 

自施設の高齢者のがん診療における意思決定

支援に関するアンケート調査：自記式質問紙

を用いた。 

質問内容は、本研究班の研究者・研究協力者

で、相談支援センターの実務担当者、相談支

援センター管理者、がん看護、認知症の専門

医等で検討し、作成した。 

無記名ではあるが、調査票に登録番号を記載

するため施設名との連結は可能な状態である。

アンケート調査の記入に要する時間は 15 分

程度を見込んだ。 

 

（7）評価項目及び評価方法 

Primary endpoint: アンケートの質問項目に

関する単純記述統計 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は医療従事者を対象としたものであ

り、国立がん研究センターの研究倫理審査の

対象外ではあるが、疫学研究に関する倫理指

針に従い調査を実施した。 

 

 

C．研究結果 
調査は 2022 年 7 月 1 日～同年 8 月 31 日に

実施し、回答は相談支援センター相談員より

305/408 (74.8%)、緩和ケアチーム専従看護

師 327/408 (80.1%)であった。（図参照） 

 
1) 高齢がん患者において意思決定支援を必

要とする割合 

相談員の 66%、緩和ケアチーム専従看護師

の 74%が自施設の高齢がん患者の半数以

上において意思決定支援が必要と評価を

していた。 

 

2) 意思決定支援を必要としている高齢がん

患者のうち、必要な支援が提供されてい

る割合 

相談員の 84%、緩和ケアチーム専従看護師

の 91%が自施設において提供されている

のは半数以下と評価をしていた。 

 

3) 意思決定支援について習熟している割合 

(ア) 認知機能障害をもつ人とのコミュ

ニケーションスキル 

全体で 45%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(ウ) 意思決定支援の手段 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(エ) 意思の推定 

全体で 51%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

4) ガイドラインの認知 

(ア) 人生の最終段階における医療・ケア

の決定プロセスに関するガイドラ

イン 

全体で 45%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(イ) 認知症の人の日常生活・社会生活に

おける意思決定支援ガイドライン 

全体で 74%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

研究事務局
•がん診療連携拠点病院408施設に調査票送付

拠点病院

•各施設、相談支援センターの相談員2名が回答
•回答後、返信用封筒にて返送

研究事務局
•回収した調査票を集計・解析
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(ウ) 障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン 

全体で 85%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(エ) 身寄りがない人の入院及び医療に

係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン 

(オ) 全体で 79%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

5) 意思決定支援の提供状況 

高齢のがん患者が意思決定できないと判

断された場合、どのような対応・支援が提

供されるのかを確認した。 

(ア) その時点でがん治療の適応はない

と判断される 

全体で 26%の施設が半数以上でその

ような判断となると評価した。 

(イ) 医師以外の職種の同席 

全体で 48%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ウ) 相談支援センターへの相談 

全体で 21%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(エ) 認定看護師や専門看護師による支

援 

全体で 26%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(オ) 認知機能検査 

全体で 11%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(カ) 精神科医・緩和ケアチーム・認知症

ケアチームへの紹介 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(キ) かかりつけ医への相談・紹介 

全体で 13%の施設は半数以上で提供

されると評価した。 

(ク) 意思決定能力の評価 

全体で 13%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ケ) 在宅医や訪問看護、ケアマネジャー

などの在宅支援者とのカンファレ

ンス 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(コ) 担当医・外来・病棟との情報共有 

全体で 24%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

6) 系統的な支援の提供 

(ア) 認知機能評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(ウ) 倫理的な問題の評価 

全体で 91%が自施設で提供できると

評価した。 

7) 普及のための手段 

(ア) 意思決定支援用のツール 

92%の施設が役立つと評価した。 

(イ) ウェブページ 

87%の施設が役立つと評価した。 

(ウ) 講義（e-learning） 

95％の施設が役立つと評価した。 

(エ) 事例検討 

97%の施設が役立つと評価した。 

(オ) 精神科・緩和ケアチーム・認知症ケ

アチームへのコンサルテーション 

96%の施設が役立つと評価した。 

(カ) 臨床倫理コンサルテーション 

87%の施設が役立つと評価した。 

(キ) オンラインコンサルテーション 

67%の施設が役立つと評価した。 

(ク) 法律家へのコンサルテーション 

59%の施設が役立つと評価した。 

(ケ) 認知症に関する講義 

94%の施設が役立つと評価した。 

 

 

D．考察 
高齢がん患者の意思決定支援の現状を評価

するために、がん診療連携拠点病院を対象に

現状調査を行った。その結果、 

① 7 割のがん診療連携拠点病院において、自

施設で加療している高齢がん患者の半数

以上に何らかの意思決定支援が必要 

② 一方で、85％の施設では、必要な意思決定

支援のうち、半数以下しか提供されてい

ない 

と評価していた。加えて自施設の医療従事者

において、意思決定能力の評価、意思決定支

援の手段、意思の推定に関しては、半数以上

の施設が習熟していないと評価していた。 

ガイドラインに関しては、「認知症の人の日

常生活・社会生活における意思決定支援ガイ

ドライン」「障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン」「身寄りがない人

の入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ

の支援に関するガイドライン」は、自施設の
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医療従事者に認知されていないと評価してい

た。 

従来、高齢がん患者の意思決定支援の困難

さは指摘されていたが、実際にがん診療連携

拠点病院において、その必要性や提供状況、

その課題を網羅的に把握することはなされて

いなかった。今回、半数以上のがん診療連携

拠点病院において、臨床上必要である状況に

もかかわらず、提供できていない実態が把握

されたことは、本課題の緊急性を示すもので

ある。 

加えて、その困難の構成要素、意思決定支

援に関する知識ともに十分に行き届いていな

いことも明らかになった。今後、教育プログ

ラムを用いた介入を実施する際に、特に重点

を置くべき点が明確になったことで、介入ポ

イントが明確になったと言える。 

 

 

E．結論 
高齢がん患者の意思決定支援の現状を踏まえ、

わが国の意思決定支援の質の向上を目的に、

教育プログラムの開発を行った。今後実施可

能性を確認し、効果検証を進める予定である。 

 

 

F．健康危険情報  

特記すべきことなし。 
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

特記すべきことなし。 
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